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聞き手：まずは歴史と転換点について教えてください。

齊藤社長：1952年（昭和27年）、少し前に亡くなった今川 
順夫が金型の会社として創業しました。太平洋工業㈱
様をはじめとする地元企業の仕事を受けつつ、かわい
がっていただいたと聞いています。
　最初の転機は1963年、本田技研工業㈱が四輪車の
生産を始めた頃に「金型をやっているのなら、修理をして
もらえないか」と声をかけてもらったことです。仕事を通じ
て金型試作のための当社のプレス技術も認めていただき
ました。プレス機はもともと試作用で、年中稼働していたわ
けでもなかったことから、部品製造事業も始めようというこ
とになりました。これが拡大し今に至ります。このお声がけ
がなかったら、今でも金型だけをやっていたのかもしれま
せん。

聞き手：本当に大きな転機だったのですね。現在は自動
車の様々な部品を手がけておられますね。

齊藤社長：現在、自動車には軽量化や燃費の向上、衝
突安全性能など様々なことが求められています。部品の
軽量化に寄与できる素材として、当社では10年ほど前か
ら超高張力鋼板を使った部品の開発に挑戦し、ノウハウ
を蓄積してきました。超ハイテンなどとも呼ばれるもので、
1,200MPa（メガパスカル＝引っ張り強さの単位）という、日
本では自動車部品として使用される最も硬い鉄板を使っ

た骨格部品や、お客様からも見える外板部品を製造して
おり、これは日本初として新聞でも紹介されました。ホンダ
様からは優秀開発賞をもらうことができました。
　部品製造の企業だと“外部で調達できないから金型
開発にも乗り出す”というところが多いのですが、当社の
場合は出発が金型製造です。その技術では後発の企業
には負けられません。「丸順にしかできないね」と言われる
仕事を受けること、他社が手を出さない難しい素材に挑
戦することが、企業として生き残るためには必須だと思っ
ています。5ヵ年計画の成長戦略にも「金型技術で日本の
トップ5に入る」という目標を掲げています。

聞き手：今後に向けた展望はいかがでしょうか。

齊藤社長：当社にはもう一つ大きな転機がありました。
2015年（平成27年）、経営が厳しい状況になり銀行の管
理下に置かれることになりました。当時、従業員の約3割
に希望退職してもらいました。本当に悔しく、申し訳ない思
いでした。
　その際に東プレ㈱と業務提携を結び、資本増強の面
でも助けてもらいました。その後はお互いの強みを活かし
て販路を拡大していこうとしており、この3年ほどは過去最
高益を出すこともできています。
　しかし自動車については、日本国内での生産台数が
今後減っていくことは確実です。一方で、電動化も確実に
進んでいきます。そこで、最近はバッテリー関係の受注に

ついて強化しているところです。

聞き手：環境面での要請は大きいですから、次なる転機
となりそうですね。海外進出についてはいかがですか。

齊藤社長：今のところアジアを中心に展開しており、中国
に2拠点、タイに1拠点、インドに合弁会社があります。他の
国への進出については、今は考えていません。自動車の
大きな市場は北米と中国ですが、北米については、東プ
レ㈱様を通じてお手伝いできると考えています。
　現在はそれ以上に、スマート工場の実現に注力してい
ます。ヒューマンエラーをなくし、従業員の仕事を効率化し
ようとすると、AIの導入も必要だと考えています。例えば
現在は設備メーカーとタイアップし、機械のモーターの負
荷状況についてデータを取っています。蓄積されたビッグ
データを分析し、機械の部品交換の予知や故障の予防
に役立てようというものです。それ以外でも、工場内の効
率化を図る仕組みづくりを進めています。

聞き手：成長戦略についてお話がありましたが、社内での
情報共有はどのようにされているのでしょうか。

齊藤社長：月1回、1日かけて各拠点を結んだテレビ会議
を行っています。各月の計画が1ヵ月でも未達になれば、
取り返すのは大変ですから、すぐに対応策を講じるように
しています。
　当社には「新生丸順フィロソフィ」があります。その中の
企業理念、経営方針はともに「従業員ファースト」となって
います。これは私が就任してからずっと言っていることで、
従業員のモチベーションが高くなければ、お客様に満足
してもらえる仕事はできないと思うからです。昨今の働き
方改革も、従業員の目線で考えれば、どうしても「残業が
減るから収入が減る」というイメージになりがちです。そう
ではなく、利益に応じた配分や賞与などでもって、従業員
のモチベーションを高く維持していきたいと考えています。

聞き手：人材の育成についてはいかがですか。

齊藤社長：成長戦略ではダイバーシティについても掲げ
ており、女性管理職を育てようとしています。実は海外拠
点には10数名の女性部長職がいます。外国人材の活用
という点では、現在、金型技術の転勤者7名、部品生産
の実習生は57名です。期間が3年ですので、優秀な方に
は、満了後に「転勤」として再度日本で勤務してもらうこと
もあります。
　会社として求めるのは『挑戦してくれる人』ですね。失
敗してもいいから、現状を変えることを恐れず挑戦してく
れることが大切です。
　社員との距離については、比較的近いのではないかと
思います。以前、1ヵ月くらいかけて全従業員とランチを食
べるという取り組みをしたことがありました。今は月1回程
度、部門の飲み会に参加することがあります。ご飯を食べ
ながら直に話すことで、普段言いづらいことも話せたりす
るようです。部門を超え　た有志の飲み会については、
私が座長をしたりもします。福利厚生の充実化も進めて
いきたいところで、今は女性従業員にチームを組んでもら
い、“従業員が喜ぶ内容で、かつ現実的”な案を考えても
らっています。

聞き手：最後に、休日の過ごし方はいかがですか。

齊藤社長：魚釣りに行くか、料理をしていますね。休日の
夕食は、大抵私が作っています。会社のメンバーでキャン
プに行くこともありますが、朝から晩まで料理をしているこ
とが多いですね。

聞き手：本日は貴重なお話をありがとうございました。

“日本で５本の指に入るトップメーカー”を目指せ

株式会社 丸順
代表取締役社長

～“従業員ファースト”を掲げる「新生丸順フィロソフィ」を旗印に～

「金型メーカー」として創業
だから後発メーカーには負けられない

従業員のモチベーションが
いい仕事ぶりにつながる

齊藤 浩氏

自動車用車体プレス部品の製造
自動車用精密プレス部品の製造
各種金型の設計・製作

経営の危機的状況を経た今
より良い経営のために

●住　　所： 大垣市上石津町乙坂130-1
●Ｔ Ｅ Ｌ：0584－46－3191 ㈹
●Ｕ Ｒ Ｌ： https://www.marujun.co.jp/
●事業内容：

●従業員数： 311人／連結2,300人（2019年3月末現在）

【写真左】
 「新生丸順フィロソフィ」
では、お客様や地域社会
よりも先に従業員につい
て言及している。
【写真右】 
丸順が手がける自動車部
品の例（濃い色の部分）。
乗る人に近い部分になる
ほど、衝撃にも強い素材
であることが求められ
る。素材自体の強さが必
要になるが、その分加工
の難易度は上がる。

聞き手 （一社）岐阜県経営者協会　広報部会委員
日本印刷㈱

代表取締役社長若山 雅彦 氏
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資料出所：厚生労働省「令和元年（2019）人口動態統計の年間推計」

労働行政レーダー
ヘッドライン

若年正社員のうち、転職希望は27.6％

資料出所：厚生労働省「平成30年若年者雇用実態調査の概況」

　若年正社員（15～34歳）の転職希望について、「定年
前に転職したいと思っている」割合は27.6％（前回平成
25年調査時25.7％）。その理由（複数回答）は「賃金の条
件がよい会社にかわりたい」56.4％（同44.6％）、ついで
「労働時間・休日・休暇の条件がよい会社にかわりたい」
46.1％（同40.6％）が最多だった。

雇用保険法等の一部を改正する法律要綱

資料出所：厚生労働省「雇用保険法等の一部を改正する法律案要綱」

厚生労働省「第94回労働政策審議会職業安定分科会
雇用対策基本問題部会」にて、雇用保険法等の一部を
改正する法律案要綱について取りまとめた（ポイントは
下記参照）
・被保険者期間について1カ月間の賃金支払基礎時間を
80時間以上追加
・高年齢雇用継続基本給付金等の給付上限率を10％へ
引き下げ
・高年齢被保険者の適用範囲を同一事業主のもとでの
週所定労働時間20時間未満の者などに拡大
※上記事項は令和2年通常国会にて法案を提出予定。

　出生数は86万4,000人（前年確定数より5.4万人減）、死亡
数は137万6,000人（同1.4万人増）、自然増減は51万2,000人
減少（同　減少数6.8万人増）と推計される。なお自然増減
は平成19年以降減少傾向が続いており、減少幅も次第に
大きくなっている。

令和元年の人口　51万人減と推計

賃金等請求権の消滅時効の在り方についての報告書

資料出所：厚生労働省「労働基準法の一部を改正する法律案要綱」

　厚生労働省「第158回労働政策審議会労働条件分科
会」を開催にて、「賃金等請求権の消滅時効の在り方に
ついての報告書」を取りまとめた。（ポイントは下記参
照）
・賃金等請求権の消滅時効期間を当面3年へ変更
・退職手当は現行の5年を維持
・これ以外の消滅時効期間は現行の2年を維持
※上記事項は令和2年通常国会にて法案を提出予定。

　岐阜労働局では、県内の民間企業や公的機関などにお
ける障がい者の雇用状況を取りまとめている。これによる
と、民間企業における雇用障がい者数は6,554.5人（前年比
3.8％増）と、過去最高を更新。実雇用率は2.17％（同0.03ポ
イント上昇／全国は2.11％）、法定雇用率達成企業の割合
は55.3％（同0.5ポイント上昇）と、いずれも前年を上回った。
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就職活動時期に関する認識

　約7割が「複数回」または
「1回」参加経験があると回
答。2015年度以降、この割
合は上昇傾向にあるもの
の、2018年度と比べると同
程度となっている。参加時期
は大学3年生・大学院1年生
の「7～9月」と「1～3月」が4
～5割。また全てのインター
ンシップ参加機会のうち、半
日間または1日間のプログラ
ムが占める割合が約8割と
なっている。

インターンシップ参加経験の有無

資料出所：内閣府「学生の就職・採用活動開始時期等に関する調査　調査結果報告書（概要版）」

【大学生等の就職活動　早期化の傾向は継続、短縮化の傾向も】
　内閣府は2019年度卒業・修了予定の大学生、大学院生について就職・採用選考活動の実態調査を
行った。有効回答数は大学4年生が5,023人、大学院2年生が1,963人の計6,986人。

企業説明会やセミナー等への参加のピークの時期

インターンシップ参加経験の有無（大学4年生・大学院2年生）
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　参加のピーク時期について
は、広報活動開始時期である3
月の回答割合が約6割と最高。
2015～2018年度の調査と比較
すると、全体的に時期が若干早
まっている。
　参加した回数については、
「10～19社」の割合が約3割で
最高となり、2015～2018年度
に比べて、より少ない回数の回
答割合が上昇している。

　活動時期は昨年度と同様の
時期に設定されており、このス
ケジュールには肯定的な回答
割合が高い一方、選考活動を
早期に開始する企業により混
乱したという回答割合も高
かった。
　業界や企業に関する分析を
開始した時期については、卒
業・修了前年度の「9月以前」の
回答割合が高く、早期に準備
を行う傾向が見られる。就職活
動の期間については「3ヵ月間
程度以内」との回答割合が約4
割となり、2015年度（採用選考活動の開始が8月だった）と比べると期間の短縮化も確認できる。

企業説明会やセミナー等への参加時期・回数

大学4年生・大学院2年生の就職活動時期に関する認識（抜粋）
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【岐阜県内の雇用障がい者数
　令和元年は6,554.5人に】

【令和元年上半期の常用労働者　27.3万人増】
　厚生労働省は、令和元年上半期における入職・離職及
び未充足求人の状況等について発表した。
　入職者数は488.8万人（前年同期34.2万人増）、離職者
は461.6万人（同33.0万人増）で、差引27.3万人の入職超過
となった。

資料出所：厚生労働省「2019年（令和元年）上半期雇用動向調査結果の概況」

平成31年1月1日5045.3万人（100.0％）

一般労働者
3,647.4万人
（100.0％）

パートタイム労働者
1,397.9万人
（100.0％）

入職者 488.8万人（9.7％）

一般
275.0万人
（7.5％）

パート
213.8万人
（15.3％）

離職者 461.6万人（9.1％）

一般
246.7万人
（6.8％）

パート
214.9万人
（15.4％）

令和元年6月末日現在5,072.5万人【＋27.3万人】

一般
3,675.7万人
【+28.3万人】

パート
1,396.8万人
【－1.1万人】

令和元年上半期の常用労働者の動き

民間企業における障がい者の雇用状況

資料出所：岐阜労働局「令和元年 障害者雇用状況の集計結果」
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※重度の身体・知的障がい者はダブルカウント。
　身体・知的・精神障がい者で短時間労働者については0.5人で
　カウント。
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資料出所：厚生労働省「令和元年（2019）人口動態統計の年間推計」

労働行政レーダー
ヘッドライン

若年正社員のうち、転職希望は27.6％

資料出所：厚生労働省「平成30年若年者雇用実態調査の概況」

　若年正社員（15～34歳）の転職希望について、「定年
前に転職したいと思っている」割合は27.6％（前回平成
25年調査時25.7％）。その理由（複数回答）は「賃金の条
件がよい会社にかわりたい」56.4％（同44.6％）、ついで
「労働時間・休日・休暇の条件がよい会社にかわりたい」
46.1％（同40.6％）が最多だった。

雇用保険法等の一部を改正する法律要綱

資料出所：厚生労働省「雇用保険法等の一部を改正する法律案要綱」

厚生労働省「第94回労働政策審議会職業安定分科会
雇用対策基本問題部会」にて、雇用保険法等の一部を
改正する法律案要綱について取りまとめた（ポイントは
下記参照）
・被保険者期間について1カ月間の賃金支払基礎時間を
80時間以上追加
・高年齢雇用継続基本給付金等の給付上限率を10％へ
引き下げ
・高年齢被保険者の適用範囲を同一事業主のもとでの
週所定労働時間20時間未満の者などに拡大
※上記事項は令和2年通常国会にて法案を提出予定。

　出生数は86万4,000人（前年確定数より5.4万人減）、死亡
数は137万6,000人（同1.4万人増）、自然増減は51万2,000人
減少（同　減少数6.8万人増）と推計される。なお自然増減
は平成19年以降減少傾向が続いており、減少幅も次第に
大きくなっている。

令和元年の人口　51万人減と推計

賃金等請求権の消滅時効の在り方についての報告書

資料出所：厚生労働省「労働基準法の一部を改正する法律案要綱」

　厚生労働省「第158回労働政策審議会労働条件分科
会」を開催にて、「賃金等請求権の消滅時効の在り方に
ついての報告書」を取りまとめた。（ポイントは下記参
照）
・賃金等請求権の消滅時効期間を当面3年へ変更
・退職手当は現行の5年を維持
・これ以外の消滅時効期間は現行の2年を維持
※上記事項は令和2年通常国会にて法案を提出予定。

　岐阜労働局では、県内の民間企業や公的機関などにお
ける障がい者の雇用状況を取りまとめている。これによる
と、民間企業における雇用障がい者数は6,554.5人（前年比
3.8％増）と、過去最高を更新。実雇用率は2.17％（同0.03ポ
イント上昇／全国は2.11％）、法定雇用率達成企業の割合
は55.3％（同0.5ポイント上昇）と、いずれも前年を上回った。
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　約7割が「複数回」または
「1回」参加経験があると回
答。2015年度以降、この割
合は上昇傾向にあるもの
の、2018年度と比べると同
程度となっている。参加時期
は大学3年生・大学院1年生
の「7～9月」と「1～3月」が4
～5割。また全てのインター
ンシップ参加機会のうち、半
日間または1日間のプログラ
ムが占める割合が約8割と
なっている。

インターンシップ参加経験の有無

資料出所：内閣府「学生の就職・採用活動開始時期等に関する調査　調査結果報告書（概要版）」

【大学生等の就職活動　早期化の傾向は継続、短縮化の傾向も】
　内閣府は2019年度卒業・修了予定の大学生、大学院生について就職・採用選考活動の実態調査を
行った。有効回答数は大学4年生が5,023人、大学院2年生が1,963人の計6,986人。

企業説明会やセミナー等への参加のピークの時期
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【岐阜県内の雇用障がい者数
　令和元年は6,554.5人に】

【令和元年上半期の常用労働者　27.3万人増】
　厚生労働省は、令和元年上半期における入職・離職及
び未充足求人の状況等について発表した。
　入職者数は488.8万人（前年同期34.2万人増）、離職者
は461.6万人（同33.0万人増）で、差引27.3万人の入職超過
となった。

資料出所：厚生労働省「2019年（令和元年）上半期雇用動向調査結果の概況」
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令和元年6月末日現在5,072.5万人【＋27.3万人】

一般
3,675.7万人
【+28.3万人】

パート
1,396.8万人
【－1.1万人】

令和元年上半期の常用労働者の動き

民間企業における障がい者の雇用状況

資料出所：岐阜労働局「令和元年 障害者雇用状況の集計結果」
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※重度の身体・知的障がい者はダブルカウント。
　身体・知的・精神障がい者で短時間労働者については0.5人で
　カウント。
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事務局会議
　1月21日（火）岐阜車体工業㈱において開催
し、今後の活動計画について打合せを行いまし
た。特に本部と7支部との共催となる「働き方改
革セミナー『岐阜県における 課題と事例』」につ
いては、当日の進行等についても詳しく確認しま
した。

人と経営 2020年2月 Vol.509 人と経営 2020年2月 Vol.509

人事・労務ワンポイントアドバイス

（一社）岐阜県経営者協会 労務相談担当者 社会保険労務士　吉村 庸輔氏

働き方改革を目指す、
企業の働かせ方改革の取り組みと事例

　「何のため（目的）にやるか」より「何（手段）をやるか」に
意識を向けざるを得ない今の状況に不安を感じます。働き
方改革関連法における過重労働対策や年休付与義務は、
長時間残業で健康を害したりワークライフバランスを確保
するために必要なことですが、現実は形式的な改善に流れ
がちであり、同一労働・同一賃金に至っては、雇用上の位置
づけが違う以上処遇が異なることは当たり前なのに、単純
に非正規社員に賞与や手当を支給する例が見られ、「手段
が目的化」しているように思います。本当に改革されている
のでしょうか？
　2020年の労務管理は「処遇の均等・均衡確保」と「ハラス
メント対策への準備」「70歳雇用努力義務化への検討」がポ
イントになると思いますが、それぞれの施策の目的を理解し
た上で、企業に合った手段を選択することが大切です。

　成長と分配を目的とする政府の「働き方改革」は、人手不
足時代の各企業にとっては、以前から課題であり、長年取
り組んできた、人財確保、定着、さらには組織の成長につな
げるための取り組みそのものだったはずです。
　ところが、残業時間規制、有給付与義務に対応するため
の手段を目的化してしまうと、その枠に納めることに意識が
向いてしまい、本来の目的が達成されないまま、組織は疲弊
してしまいます。
　残業規制については「社員がそれぞれの業務内容や役
割・責任、組織への貢献度合いなどに応じて、適切な働き方
ができるよう仕組みを改善することで組織の成長を進め、
それに見合った適切な報酬を支払って、それぞれのポジ
ションで働き甲斐が感じられるようにすること。」が自社の
目的だと定義すれば、結果として出た数値に注力する前に、
日々の現場の仕事の流れをどう変化させるかに注力する方
が重要だと思えるはずです。

　昨年5月～10月に開催した働き方改革推進委員会では、
各企業が抱える働き方改革の問題を収集し、以下の4つの
視点で対応策を捉えました。
①　中間管理職が職場の中で率先して働き方改革を示せ
ていない。
②　自社だけでなく顧客等も巻き込んだ働きかけが必要
になる。

③　業務の手待ち、繁閑、休暇取得等に際し、うまく人を配
置できていない。
④　その他人材確保のための企業の魅力発信が必要
　そして、12月に発行した「働き方改革～岐阜県における課
題と事例」では、それぞれの視点に基づいた事例を紹介し
ていますので、ご確認下さい。

　視点①の事例C社は、会社の使命を社員の情報共有と協
働で展開し、職能等級別の役割や義務を明確にして、各社
員の目標設定と評価の仕組み、さらに教育訓練体系を整備
することで、仕事に対するやりがいを社員自らが感じられる
仕組みを整え、主体的に働き方を改革できるよう取り組ん
でいる例です。
　視点②の事例I社は、顧客に対する適時適切な製品提供
のため、販売代理店や協力工場を巻き込んだ業務効率化
の推進をトライ＆エラーで進め、成功例を積み重ねて受注
業務等の改善を行った結果、残業ゼロ職場の実現を達成し
つつある例です。
　視点③のD社は、社内でRPAに取り組む際、既存業務フ
ローの見直しから始め、事前準備に時間を掛け、業務全体
の流れを視野に入れて仕事の設計変更に取り組む必要が
あることを紹介しています。またK社は、人手不足に備え、社
員の単純作業を減らすためにロボットとIOTの活用で、効
率化と社員のやるべき仕事をレベルアップし、社員も会社も
納得できる働き方の改革を進めた例です。
　視点④のW社は、組織で働く社員の年齢の広がりをダイ
バーシティ戦略の一つに位置付け戦力維持を図ると共に、
小さな問題でも解決のために迅速に動いて、人を大切にす
る会社の方針を実践することが社員の働き方に好影響を与
えている例であり、またN社は、女性活躍を推進しながら、
高齢者も女性も働きやすい勤務形態や環境を整備し、健康
確保に積極的に取り組み、企業の魅力を高めている例です。

　何れの事例も、企業の「成長」と、社員の働き方への「分
配」（時間や勤務、業務内容の満足度等）につながるもので
あり、単に法が求める手段をクリアすることを狙ったもので
はなく、目的を明確にして社員と企業が共有し、悩みながら
取り組みをされていると思います。

会 場 とうしん学びの丘「エール」多目的室
（多治見市虎溪山町4-13-1）

日 時 2020年2月26日（水）　13：30～16：00

採用力向上セミナー
～魅力タップリの“ヒビク”求人票の作り方～

お 問 合 せ 多治見商工会議所　担当：城下
TEL 0572-25-5000　FAX 0572-22-6100

東　濃

講 師 ウエルズ社会保険労務士事務所　
 　　　　　　　　  社会保険労務士　五十川 将史 氏

内 　 容 求人票の仕組みをうまく利用し、自社の「欲しい人材」に「応募してみ
たい」と思わせる求人票の作成方法をお伝えします。 

参 加 費 無料

　事例集の発行に合わせ、県内企業の具体的な事例も含めてご紹介するセミナーを、本部（働き方改革推
進委員会）と7支部との共催により県内4会場で開催します。ぜひご参加ください。

日時と会場 【各務原会場】 2月10日（月）　13:30～16：00
　　　　　　 かとれあくらぶ（各務原市鵜沼三ツ池町5-267） 定員60名
【飛 騨 会 場】 2月13日（木）　13:30～16：00
　　　　　　 ひだ地場産ビル 4階（高山市天満町5-1） 定員30名
【大 垣 会 場】 2月14日（金）　13:30～16：00
　　　　　　 大垣市情報工房 会議室4（大垣市小野4丁目35-10） 定員60名
【東 濃 会 場】 2月21日（金）　13:30～16：00
　　　　　　 とうしん学びの丘エール（多治見市虎渓山町4-13-1） 定員30名

働き方改革セミナー「岐阜県における　課題と事例」

開催案内

講 師 （4会場とも）アームス経営工房・吉村社会保険事務所所長　吉村 庸輔 氏

お 問 合 せ (一社)岐阜県経営者協会
TEL 058-266-1151　FAX 058-266-1153

参 加 費 無料

今後のスケジュール（2019年度）

内容

働き方改革セミナー
「岐阜県における

課題と事例」

支部役員会

日程

2月1 0日

3月2 4日


